
(単位　：　百万円　％)  

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

15,879 45.5 16,074 45.9 16,185 44.8 16,601 44.6 16,775 44.3 市が自主的に収入することができる財源

市税 12,113 34.7 12,078 34.5 11,961 33.1 11,946 32.1 11,985 31.6 市民税、固定資産税、軽自動車税　など

分担金及び負担金 518 1.5 496 1.4 581 1.6 632 1.7 649 1.7

使用料及び手数料 882 2.5 885 2.5 866 2.4 856 2.3 817 2.2

財産収入 60 0.2 97 0.3 125 0.3 123 0.3 96 0.3 預金利子、市有地の貸付・売却収入　など

寄附金 42 0.1 21 0.1 10 0.0 6 0.1 9 0.0
一般寄付、福祉や教育などの指定寄付、ふるさと納
税寄付　など

繰入金 158 0.5 99 0.3 225 0.6 55 0.1 191 0.5 基金や特別会計からの繰り入れ金

繰越金 850 2.4 983 2.8 1,048 2.9 1,468 3.9 1,517 4.0 前年度の繰越金

諸収入 1,256 3.6 1,415 4.0 1,369 3.8 1,515 4.1 1,511 4.0 貸付金の返済収入や学校給食費　など

18,987 54.5 18,959 54.1 19,904 55.2 20,632 55.4 21,124 55.7
市の裁量が制限されており、国県の意思決定に基
づき収入される財源

地方譲与税等 1,589 4.6 1,539 4.4 1,445 4.0 1,503 4.0 1,636 4.3

地方交付税 7,713 22.1 7,936 22.7 8,033 22.3 7,771 20.9 7,633 20.1

国県支出金等 6,214 17.8 6,059 17.3 5,991 16.6 6,579 17.7 6,765 17.9
特定の目的を持った事業に国県より市に収入される
もので、補助金や委託金　など

市債 3,471 10.0 3,425 9.8 4,435 12.3 4,779 12.8 5,090 13.4
特定の目的を持った事業や交付税の不足分に充て
る市の借金

34,866 100.0 35,033 100.0 36,089 100.0 37,233 100.0 37,899 100.0

地方譲与税等 ：

国県支出金等 ：

(単位　：　百万円　％)

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

15,361 45.3 15,466 45.5 15,062 43.5 14,832 41.5 15,372 41.7
支出が制度的に義務づけられており、市が任意に
削減することができない費用

人件費 5,996 17.7 5,713 16.8 5,537 16.0 5,318 14.9 5,409 14.7 職員給料、議員や特別職の報酬　など

扶助費 5,680 16.8 6,210 18.3 6,049 17.5 6,160 17.2 6,725 18.2
生活保護法や児童福祉法などに基づき公的扶助制
度の一環として支給する費用

公債費 3,685 10.9 3,543 10.4 3,476 10.0 3,354 9.4 3,238 8.8 市の借入金(借金)を返済するための費用

投資的経費 3,154 9.3 4,180 12.3 5,400 15.6 5,987 16.8 5,714 15.5
支出効果が長期に及ぶもので、普通建設事業費、
災害復旧事業費、失業対策事業がある

普通建設事業費 3,154 9.3 4,180 12.3 5,400 15.6 5,987 16.8 5,714 15.5
道路や学校整備など、建設事業に必要とされる投資
的な費用

その他経常経費等 15,368 45.4 14,339 42.2 14,159 40.9 14,897 41.7 15,794 42.8

物件費 4,856 14.3 4,736 13.9 4,706 13.6 4,875 13.6 5,182 14.1
消費的な性質をもつ費用で、賃金、旅費、交際費、
需用費　など

維持補修費 174 0.5 191 0.6 221 0.6 209 0.6 262 0.7
道路や公共施設などの本来の機能を維持するため
の修繕費用

補助費等 7,118 21.0 6,089 17.9 5,779 16.7 6,069 17.0 6,689 18.1
団体や民間に対し、行政目的を達成するため交付
する経費で、補助金、負担金、報償費など

積立金 592 1.7 395 1.2 492 1.4 554 1.6 313 0.8
特定の目的を達成するため、また年度間の財源変
動に備え、積立(貯金)する費用

投資・出資・貸付金 464 1.4 609 1.8 588 1.7 723 2.0 693 1.9
市民の福祉増進や地域振興のため、市が現金を貸
付するための費用

繰出金 2,164 6.4 2,319 6.8 2,373 6.9 2,467 6.9 2,655 7.2
一般会計、特別会計、基金の間で、相互に資金運用
する費用

33,883 100.0 33,985 100.0 34,621 100.0 35,716 100.0 36,880 100.0

１．Ｈ２６年度決算状況

　依存財源

歳　出　合　計

歳　入　合　計

【歳入の推移】

【歳出の推移】

　自主財源

(性質別)

義務的経費

23年度 24年度

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

備　考
22年度 25年度 26年度

25年度
備　考

国が徴収した税金の一部を一定の基準で市に交付
されるもので特に使途は限定されない
(国が徴収する税金の財源によって、市へ交付され
る種目が異なる)

施設の使用料や福祉に関する受益者の負担金、住
民票等の発行手数料　など

22年度 23年度 26年度24年度

自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

国庫支出金、県支出金

16,955 16,074  16,184  16,185  16,775  

18,987 18,959  
19,905  

19,904  
21,124  

12,113 12,078  11,961  11,946  11,985  
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5,991  
6,579  6,765  

3,471 3,425  
4,435  4,779  5,090  
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百万円 

年度 

15,361 15,466  15,063  14,832  15,372  
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15,367 14,339  14,158  14,897  15,794  
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２．坂井市の借金と貯金
 貯金(基金)は、必要なときに取崩して事業の財源等に充てるために設置さ

れる積立金です。平成22年度以降、財政調整基金の積み立てに努めておりま

す。 

【財政調整基金】 

 財源不足や突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置される貯

金で、決算剰余金が多い時は積立し、財源不足時に取り崩すという、年度間

調整的な役割を果たします。 

【減債基金】 

 借金(市債)の返済の増加に備えるために設置される貯金で、公債費(借金返

済)が他の経費を圧迫するような場合に充てます。 

【特定目的基金】 

 福祉や施設の整備など特定の事業を実施(展開)するための貯金で、一般会
計では平成26年度末の時点で、目的に応じた10の基金があります。 
 なお、平成18年度において、合併特例債を財源として地域振興基金に33億8
千万円の積み立てを行っております。 

 借金(市債)は、道路や学校の整備などに必要な経費の財源を確保するために

借り入れる資金で、返済期間は5年から長いものでは30年かけて償還します。

返済に必要な資金は、将来その施設を利用する市民の皆さんからの税金など

で賄われ、世代間の負担の公平を図ることができます。しかし、借金(市債)残

高が増え続けると、返済に要する経費が財政を圧迫し、様々な行政サービス

の提供に支障が生じてきまので、財政状況を見極めながら借入れを行ってお

ります。 
 
 一般会計では、小中学校の耐震補強改修事業の本格化により平成22年度以
降借入額が償還額を上回り、残高は増加傾向にありますが、合併特例債（元
利償還金の７割が交付税に算入される）等の有利な市債を選択することによ
り、後年度の財政負担の抑制を図っております。 
 

32,795 32,088 31,324 31,599 31,940 33,326 35,156 37,386 

5,016 4,385 4,281 4,163 3,955 3,745 3,808 3,988 

30,447 30,377 30,192 29,809 29,190 28,572 27,995 27,676 

3,606 3,405 3,184 2,990 3,054 3,160 3,038 2,967 
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年度 

基金残高 

財政調整基金 減債基金 特定目的基金 

合計 6,413 5,810 6,128 5,349 5,651 5,458 6,927 

 市民一人当たり  

         34.4万円  33.7万円  33.0万円 33.4万円  33.8万円 35.3万円 37.5万円 40.2万円 

 市民一人当たり  

            5.7万円 5.9万円  5.6万円   6.1万円   6.5万円    6.8万円    7.4万円  7.6万円 

 282  250  222  196 150  142  135 

72,146 70,505 68,757 69,203 68,289 68,945 70,132 72,143 
 126 

7,081 
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３．行政改革大綱に定めた目標数値

行政改革の目標値と現状値

Ｈ17年度
決算の数値

Ｈ23年度
最終目標値

Ｈ23年度
決算の数値

Ｈ28年度
最終目標値

Ｈ26年度
決算の数値

財政調整基金
残高

１７億６千万円
　※１　標準財政規模の
　 .５％(１０億円)以上

１９億７千万円
　　標準財政規模の
　 １０％(２２億円)以上

３２億円

起 債 残 高
（一般会計）

２９５億円 ２９５億円以下 ３１９億円
　※４
　　　　　　・・・・・・

３７４億円

経常収支比率 ９０．９％ ８５～９０％ ８８．８％ ８５～９０％ ９２.０％

実質公債費比率
　※２
　　　　 ８．９％

　※３
　　　　 １８％以下

　
　　　 １３．０％

１５％以下 ９．６％

定員の適正化
　H18.4.1現在
　　　　８２７人

H23.4.1現在
　　 ７３１人

　第二次職員適正化計画
　　　６７０人(△６１人）

　H27.4.1現在
　　　　７０１人

※１　標準財政規模＝H26年度：２１，８３０，３９６千円（5％＝11億円）

※３　地方債（起債）の発行に国の許可が必要となる基準である１８％を設定

※４　平成24年度　坂井市総合計画後期基本計画に基づいた、中長期財政計画の作成により適正な起債残高管理を行います

【財政調整基金】
年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、長期的な視野に立って財政運営を行うための基金です。

【経常収支比率】
一般財源（市税・交付税など）が経常経費（人件費・公債費・扶助費など）にどの程度費やされているかを示す割合です。財政構造の弾
力性を判断する指標として、比率が低いほど弾力性が大きいことを示します。

※２　平成17年度の数値は、起債制限比率（平成19年度から地方債許可制度が協議制度に移行したのに伴い、公営企業などを含め
た実質公債費比率で判断するようになりました）

【実質公債費比率】
公営企業や特別会計も含めた実質的な公債費を表すもので、３年間の平均です。起債制限比率は一般会計のみの数値。
公債費による財政負担の度合いを判断する指標として用いられます。
　１８％以上の団体＝地方債の発行に国の許可が必要

第１次行政改革（Ｈ19～23） 第２次行政改革（Ｈ24～28） 

 職員削減計画 



４．財政指標の推移と団体間比較
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